
◎令和３年度地方消費税交付金（社会保障財源化分）の使途について

（歳入） 地方消費税交付金（社会保障財源化分） 6,424,120 千円

（歳出） 社会保障4経費その他社会保障施策に要する経費 （単位：千円）

国支出金 府支出金 そ の 他

引上げ分の地
方消費税交
付金
（社会保障財
源化分）

そ の 他

障害福祉事業 17,157,396 7,888,349 4,376,669 4,659 863,049 4,024,670

高齢者福祉事業 391,198 11,323 85,378 52,001 242,496

児童福祉事業 30,188,262 19,170,528 4,259,408 442,498 1,115,218 5,200,610

生活保護事業 30,233,095 22,674,820 332,825 1,275,834 5,949,616

小　計 77,969,951 49,733,697 8,647,400 865,360 3,306,102 15,417,392

国民健康保険事業 5,492,659 642,835 2,507,023 413,680 1,929,121

介護保険事業 7,283,378 466,157 237,409 1,161,830 5,417,982

後期高齢者医療 6,892,390 1,160,114 1,012,177 4,720,099

小　計 19,668,427 1,108,992 3,904,546 0 2,587,687 12,067,202

病院事業 1,931,721 341,094 1,590,627

予防事業 1,076,220 1,929 2,582 189,237 882,472

小　計 3,007,941 1,929 2,582 0 530,331 2,473,099

100,646,319 50,844,618 12,554,528 865,360 6,424,120 29,957,693

社会福祉

社会保険

保健衛生

合　　計

　平成２６年４月より消費税率が５％から８％へ、令和元年１０月よりは１０％へ引き上げられたことに伴い、
地方消費税交付金の増収分については、その使途を明確化し、社会保障施策に要する経費に充てるものと
されています。
　令和３年度東大阪市普通会計決算における社会保障施策関連経費への充当状況については、次の通り
となります。

事 業 名 経 費

財 源 内 訳

特 定 財 源 一 般 財 源


